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要旨 

1．研究課題 

靖遠第二発電有限公司(以下 JSPC と略す)は、中国甘粛省蘭州に設置されている合弁火

力発電企業である。JSPC の前身は国有電力企業であるが、国有企業の再編により、アメ

リカとの合弁企業に転じ、2002 年の電力体制改革により自主経営を実現した。その後、

会社はリーン生産方式(以下 LPS と略す)の導入をはじめとする一連の改革を行ってきた。

「靖遠モデル」はその経営改革の集大成である。 
LPS とは、1980 年代にアメリカのマサチュ－セッツ工科大学(MIT)の国際自動車問題研

究計画(以下、MIT グループと略す)が日本の自動車産業の強さを探るために、特にトヨタ

生産方式(以下 TPS と略す)を研究し、それを一般理論化した生産管理システムである。こ

の研究を契機に、LPS が世界に普及した。現在では、全世界の企業に利用されている。一

方、LPS に関する研究も盛んに行われている。しかし、LPS はもともとトヨタ自動車で導

入されて発達した生産管理システムであることもあり、それに関する研究の大部分は製造

業を研究対象としたものである。これらの研究の研究成果および研究方法は筆者にとって

良い参考になったが、それに対して、本研究の研究課題は、JSPC の経営改革を通じて LPS
の異業種間・異国間移転のコンテントおよびプロセスを探ることである。 
 
2. 研究目的と研究方法 

中国清華大学経済管理学院教授、劉冀生は、2005 年 11 月に開催された「中国企業連合

会専門家論証会」において、JSPC に対して「優れた管理で発電している最初の中国企業」

と高く評価し、また、靖遠モデルに対して、「ムダとコストの削減し、利益の向上、企業

ビジョンの実現に大きく寄与している」と評価した1。このことから、JSPC の経営改革が

成功事例と考えた。 
本研究は、トヨタ生産方式をベースにする LPS の導入を中心に、JSPC の経営改革を考

察したものである。 
そして、研究目的は 1) JSPC 経営改革の集大成としての「靖遠モデル」と LPS との関係

を明らかにすること、2) JSPC の LPS 導入に際してその成功の背景となる内的・外的要因

を明らかにし、またこれらの要因がその成功にどのように寄与したかを明らかにすること、

3)JSPC における LPS の導入への考察・分析を通じて、LPS の中国火力発電企業への導入

可能性を探ること、4) LPS の中国火力発電企業への導入プロセスを探ること、にある。 
上述した研究目的を達成するために、本研究の理論面として、次のような問題に関する

理論や文献研究を考察した。 
1) LPS と TPS とそれらの関係 
2) LPS の国際移転の可能性 
3) LPS の中国での移転可能性およびその展開 
そして、こうした理論や文献研究を前提にして、JSPC の経営改革の現地調査を通じて 

LPS の中国火力発電企業への移転、すなわち LPS の異業種・異国間移転の可能性を考察

した。また、この考察は、次の 3 点を中心に行ったものである。 
1) JSPC は LPS の導入に成功したとすれば、それでは、その成功の背景にある内的要

因と外的要因は何なのかを考察すること。 
2) 欧米企業にとって形式知となる LPS のどの要素(リーン化のツール・手法)が JSPC

ではどのように導入したかを考察すること。 
                                                        
1 3A 企業管理網「学習靖遠好榜様」http://www.sz-3a.com/jingyuan/index.asp (2008 年 7 月 2 日アクセス) 
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3) LPS がどのようなプロセスを経て JSPC に導入されていたかを考察すること。 
 本研究では、現地調査に最も力を入れて行ってきた。現地調査においては、主にインタ

ビュー調査と社内資料の収集・分析という方法を用いた。そして 2 つの方法によって得ら

れた資料と情報を分析した。 
 2008 年 8 月、2009 年 10 月、2010 年 3 月の 3 回の現地調査では、JSPC の設備技術部、

財務管理部、人力資源部、労働組合など幅広い部門の担当者および管理者に対してインタ

ビューを行った。これらのインタビュー調査は、基本的に事前に準備した質問表に基づい

て実施したが、質問表以外の新しい情報や事実が発見された場合、具体的な内容について

の説明を受けるることができた。 
 インタビュー調査は事務室や生産現場、時には会社の食堂および会社近くのレストラン

で行われた。時間は基本的に 1 時間から 1 時間半であった。インタビューの内容は、メモ

すると同時に、IC レコーダーに録音する方法を取った。これが貴重な一次資料になって

いる。また、新たな情報を獲得するために、その後もメールでインタビュー調査時の対象

者との連絡を続けている。 
インタビュー調査を実施する一方で、社内資料も積極的に収集した。現地調査で入手し

た資料は 2 種類に大別することができる。1 つは従業員を対象として発行された『靖遠管

理模式』や各種「従業員手冊(ハンドブック)」であり、もう 1 つは、担当者しか見られな

い会社の各種企業標準である。2 番目の資料は持ち帰ることができないので、メモを取る

にとどまったが、貴重な資料である。 
 インタビュー調査と社内資料の収集のほかに、TPM 推進部の方に工場を案内してもら

った。それを通して、火力発電企業の生産工程や 6S 活動、TPM 小集団改善活動の仕組み

を理解し、カメラで生産現場の活動版に掲載されている有用な情報を記録することができ

た。 
 
3. 各章の概要 

本論文は理論的考察、中国の発電企業を取り巻く経営環境の変化と経営改革の実施及び 

現地調査という 3 つの部分に分けられる。 
第Ⅰ部では、LPS について理論的考察を行った。具体的には、LPS と TPS とそれらの 

関わり、LPS の国際移転の可能性、LPS の中国での移転可能性およびその展開に関する理

論や文献研究を考察した。 
第Ⅱ部では、中国の発電企業を取り巻く経営環境の変化という火力発電企業の経営改革

の背景を考察したことを通じて、JSPC の LPS 導入に際して、成功の背景にある外的要因

を明らかにした。さらに第 2 章では、中国の電力企業管理体制の改革という視点から、建

国して以来の電力体制の改革を 4 つの段階に分けて考察した。第 3 章では、中国の火力発

電企業の経営と発展に影響する 5 要因(「第十一次五ヵ年計画」といった政策、発電ユニ

ットの「能耗(エネルギー消費原単位)」水準、電力需要の変化、小規模火力発電所の急増、

発電燃料価格の高騰および電力価格設定体制の遅れ)をベースにして、火力発電企業を取

り巻く外部環境の変化を考察した。 
つづく第Ⅲ部では、現地調査活動によって収集された企業内部資料と実際に運営に従事 

する担当者層を対象としたインタビュー調査の結果に基づいて、JSPC の LPS 導入に際し

てその成功の背景にある内的要因は何なのか、また、LPS のどの要素が JSPC ではどのよ

うに導入したか、さらに、LPS がどのようなプロセスを経て JSPC に導入されたかを考察

した。 
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4. 結論と今後の研究課題 

本研究では、LPS の導入を中心に、中国の有力火力発電企業である JSPC の経営改革を

考察し、1)経営改革の集大成としての「靖遠モデル」と LPS との関係を明らかにするこ

と、2) JSPC の LPS 導入に際してその成功の背景となる内的・外的要因を明らかにし、ま

たこれらの要因がその成功にどのように寄与したかを明らかにすること、3)JSPC におけ

る LPS の導入（導入された要素、導入方法、成果等）への考察・分析を通じて、LPS の

中国火力発電企業への導入可能性を探ること、4) LPS の中国火力発電企業への導入プロ

セスを探ることを達成した。そして、次のことを明らかにした。 
第 1 に、靖遠モデルは LPS と様々な優れた管理手法・管理制度を統合した JSPC による

経営改革の集大成であり、LPS は主にその生産管理方式の改革において導入され、修正さ

れ、利用されていること、である。 
第 2 に、JSPC の LPS 導入に際してその成功の背景となる外的要因は、1)2002 年の電力

企業管理体制改革、2)電力監督管理体制の形骸化、3)発電用燃料の高騰、4)中国政府によ

る省エネ・環境保全目標の設定、5)企業の社会的責任(CSR)に対する中央政府の積極的な

姿勢、6)LPS 導入の指導を行う顧問会社等の環境の整備であり、JSPC の LPS 導入に際し

てその成功の背景となる内的要因は、1)フラット化への組織改革、2)iPRM 情報システム

の導入、3)「日新」文化の構築と影響、4)人的資源管理方式の転換による自律型人材養成

の仕組みづくりであること、である。 
第 3 に、LPS 諸要素の内に、製造業の特徴を持つ要素が中国の火力発電企業に導入され

ることができなく、製造プロセスよりも経営全般にわたる普遍性を持つ要素が導入される

ことができること、である。 
第 4 に、LPS が中国企業で導入される場合、容易に導入される部分もあれば、中国の制

度･文化･習慣等との衝突があり導入されにくい部分もあるため、中国企業は、導入されに

くい要素をうまく機能させるためには、中国の制度･文化･習慣等に融合するように修正し、

中国企業の従業員に受け入れられるように工夫する必要がある。 
しかし、残された課題も多い。これから究明すべき課題として、次の 3 点が考えられる。 
第 1 に、本論文の中で、JSPC の LPS 導入に関する定性的な評価が大部分を占めている

が、信憑性を高めるために定量的な評価を増やす必要があること、である。 
第 2 に、研究対象を増やし、結論の普遍性を探る必要があること、である。 

 第 3 に、異なる視点から、「靖遠モデル」の真髄を探る必要があること、である。 
今後、本論文で得た成果を踏まえて、更なる努力を積み上げて研究を進めていきたいと

考えている。 
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ホームページ 
JIPM                    http://www.jipm.or.jp/ 
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JSPC                     http://www.jyspc.com/ 
GJGC                          http://www.gdjy.com.cn/ 
国家開発投資公司              http://www.sdic.com.cn 
国投華靖電力控股股份有限公司(国投電力)    http://www.sdicpower.com/ 
vodafone                    http://www.vodafone.com/content/index.html 
NOSA                    http://www.nosaasia.com/home.htm 
パナソニック                  http://panasonic.jp/ 
日本 IBM                   http://www.ibm.com/jp/ja/ 
中国社会科学院経済学部企業社会責任研究中心  http://www.cass-csr.org/ 
3A 企業管理網                http://www.sz-3a.com 
 
社内資料 
「靖遠管理模式」pp. 3-158、195-211 
「靖遠二電 TPM 活動成果汇編」pp.5-17 
「『日新』文化手冊」pp.3-15 
「靖遠第二発電有限公司 績効管理手冊」pp.2-28 
「靖遠二電 環境健康安全員工手冊」pp.6-18 
「靖遠二電 TPM 活動推行実践与思考 01」 
「靖遠二電 TPM 全面改善活動」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 設備技術部工作標準」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 運行部工作標準」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 検修部工作標準」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 標準化管理制度」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 QC 小組奨励以及成果奨励制度」 
「靖遠二電 TPM 活動推行実践与思考 01」 
「基于資質的人力資源管理体系構建」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 招聘管理制度」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 培訓管理制度」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 員工職業生涯管理制度」 
「靖遠第二発電有限公司企業標準 危険源判識、風険評価和控制程序」 
 

 

 


